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1 ISO 9000s が組織経営の効率や透明性に予想以上の効果を

もたらしたことから、品質以外のマネジメントシステム規格も次々と

開発が進んだことを学ぶ

2 環境管理をはじめとする各種のマネジメント規格について、

それが開発された経緯とその意義を学ぶ

3 各種のマネジメントシステム規格について概略を学ぶ

学習のねらい ・・・・・ 第10章 品質以外のマネジメント関連規格
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ISO 9000s の爆発的な普及

経営課題（顧客満足）に効率的に取組む

客観的に評価される

世界規模で公表され、信頼感を得られる

マネジメントシステムの
規格が有効

認証のしくみが有効

環境問題など社会的要望の強い課題に対して

組織が自主的・積極的に取組むこと
それを世界的規模で認め合うこと
国際協調、持続的経済発展に寄与すること

経営課題毎のマネジメントシステム規格の広がり

狙い

1 品質以外のマネジメント関連規格への広がり ①

◆ 解 説

ISO 9000s が爆発的に普及した要因として、ISO 9000s の規格自体が良く工夫されたマネジメントツールとして
直接役に立つことと、平行して国際的な合意をもった第三者認証システムが発展・普及したことにある。これにより
経営課題に対して組織が効率的な活動を計画し、実践し、結果を点検して次の改善につなげる、というマネジメン
トシステムが国際規格化されることの意義が広く認められることになった。またその活動が客観的に評価され、その
結果が直ちに国際的に公開され、制度の信頼感を得られることを多くの人が目の当たりにした。こうして品質以外
のいろいろなマネジメントシステムについても国際規格を制定し、合わせて認証システムを構築する活動が活発化
した。

折から地球的規模で環境問題がクローズアップし、この課題に対する組織の取組みに ISO 9000s と同じような
方式を適用することが提案された。これはISO 14000s 規格として国際的な支持を得て急速に広まった。世界的規
模で経営管理のしくみの透明化、客観化に貢献するこの方式は、社会的な要望の強いその他のいくつかのマネ
ジメントシステム規格の広がりへと進んできた。

製品（サービスを含む）を提供する側とそれを受ける側という2者の経済関係を中心に発展したISO規格であった
が、これら経済関係で結ばれた２者とは別の新たな利害関係者として社会をも対象とした環境改善に関する国際
規格とそれに基づく第三者認証のしくみが進展を見せたことから、組織と経済・環境・社会との関係を考慮したま
た新たなマネジメントの分野でも国際規格を作る試みが多方面でなされることになった。法規制ではなく、組織が
自主的に活動し、それを社会が信頼をもって受入れるという方法がこのような形で発展しつつあることは注目に値
する。この意味からこうした強制制度ではない国際規格によって社会の規範を形成する方法はソフト・ローsoft law
呼ばれる。
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ISO 9000s   品質MS

ISO 27001  情報MS

ISO 14000s   環境MS

OHSAS 18000 労働安全衛生MS

ISO 26000  社会的責任MS

その他 （規格又はガイド）

組織の価値・信頼性

持続的発展

経済的価値

環境保全

社会貢献

マネジメントの対象

マネジメントを支援する国際規格

MS はマネジメントシステムの略

第一世代

第三世代

第二世代

1 品質以外のマネジメント関連規格への広がり ②

◆ 解 説

組織が価値を生み出し、社会から認められて持続的に発展を遂げるためには、マネジメントの対象は経済的な
価値だけでなく、環境保全や社会への貢献・迷惑防止に努めなければならない。このことは数多くの事件・事故・
不祥事の教訓から、企業の社会的責任（CSR Corporate Social Responsibility) が議論され、世界的な課題になっ
てきた。問題を起こすのは企業だけでなく、社会に存在する全ての組織であり、最近では “Corporate” を外して
単に SR (Social Responsibility) として多方面で議論が進んできた。ISO 26000 としてSR の国際規格を作る試みも
なされるに至っている。

この第10章ではISO 9000sに続いて発展してきた、マネジメントを支援する様々な国際規格について学ぶ。これ
らの規格はその発展段階から、第一世代、第二世代、第三世代として体系的に整理することが出来る（下記参考
資料1)による）。

ISO 9000sとISO 14000sの成功から、マネジメントの効率化と透明化のためには規格を「要求事項」とし、これへの
適合性を評価し認証する第三者認証のしくみが広く普及しているが、マネジメントの効率化を世界共通のルール
で達成していくためには、第三者の認証がなくても組織が自主的に努力して改善を推進することが大切なことであ
り、発行される国際規格としては要求事項ばかりでなく、ガイド又はガイドラインと呼ばれる規格も多数ある。

マネジメントシステム関連の国際規格（以下MSSと記述）が次々と開発・発行されるにつれ、規格を適用しようとす
る側にとって大きな負担になる。このことはISOの中でも問題になっており、新たなグループ「ISO/TMB/SAG-
MSS」及び「ISO/TMB/JTCG」を設置して、MSSの開発に関する戦略及び各MSSの整合性を図るよう配慮している。
各種MSSの体系について、巻末に補足資料をつける。

なお、「マネジメント」は「管理」とは違ったニュアンスがあることに留意しておきたい。「管理」は「コントロール」の意
味が強い。「コントロール」は組織の現場において実行・検査・監督といったニュアンス－PDCAサイクルのDとCを
中心－がある。「マネジメント」はPDCAサイクルによる体系的な継続的な改善の意味をこめることが出来る。このこ
とは継続的改善を核心とするISO 14000sの検討の過程で議論された。

◆ 参考資料

1) 矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)
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2.1 ISO 14000s 環境マネジメントシステム規格

2.2 ISO 27001 情報セキュリティ マネジメントシステム規格

2.3 OHSAS 18000 労働安全衛生マネジメントシステム規格

2.4 ISO 26000 社会的責任に関するマネジメントシステム規格

2.5   その他

2 各種マネジメントシステム規格

◆ 解 説

ISO 9000sを契機に急速に発達したマネジメント関連規格のうち、主要なもの、いわゆる「第2世代、第3世代の
マネジメントシステム規格」について学ぶ。特にISO 14000s環境マネジメントシステムの規格とその認証活動はISO 
9000sに負けないくらい普及しているので詳しく学ぶ。

◆ 参考資料



マネジメントシステム規格 - その他の規格 7

2.1 ISO 14000s (JIS Q 14000s) 

環境マネジメントシステム(EMS)規格 ファミリー（主要規格）

ISO 14001: 2004  EMS－要求事項及び利用の手引き

ISO 14004: 2004  EMS－原則、システム及び支援技法の一般指針

ISO 14050: 2002 EMS－用語

ISO 19011: 2002 QMS/EMS監査のための指針

規格の必要性

経済活動に伴う環境問題

企業と地域住民の関係を超え

地球全体、全人類としての問題

各国の規制強化＝貿易障害への懸念

法的規制の限界

組織（企業など）の自主努力への期待

2.1 ISO 14000s 環境マネジメントシステム規格 ①

◆ 解 説

世界規模での経済活動の発展に伴う大量生産、大量消費から「資源・エネルギー消費増大」「廃棄物の大量処
理」の問題が人類共通の課題になった。更に地球温暖化、砂漠化、野生生物種の減少へと問題は現実に深刻さ
を増している。

様々な経済活動の中で問題が指摘され、各国で法規制による努力が続けられているが、国や地域毎の経済格差
や文化的背景などが異なる中で地球全体最適を狙うにはほど遠い。特定の国や地域が特別の規制をしようとする
と今度は貿易障害の問題につながる。

環境問題の主たる発生源は生産活動を行う企業にあるが、環境劣化の原因を除きあるいは軽減していくために
は経済的負担の問題が現実にある。従って国際的な規制や圧力にも国家による規制にも限界があり、総論賛成
でも個別企業では進まないというのが現実である。市場経済の中で企業が国際的に認められたルールを自主的
に実践していくしくみをISO 9000sの普及から学んで、ここにISO 14000sが発案された。ISO 14000sは組織がその
経済力とバランスする形で自主的な努力をしながら環境問題の改善に取り組めるよう工夫して作られている。また
ISO 9000sの活動と矛盾なく活動に取り組めるよう、ISO 9000sとの整合性が最大限配慮されている。

◆ 参考資料
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環境マネジメントの対象
環境基本法

公害の防止 廃棄物・リサイクル対策 地球環境保全

グリーン購入法環境影響評価法

京都議定書

COP 3

大気汚染防止法

水質汚濁防止法

悪臭防止法

振動規制法

PRTR法

ダイオキシン類対策
特別措置法

循環型社会形成推進基本法

廃棄物処理法

資源有効利用促進法

各種リサイクル法

容器包装、家電、食品、

建設、自動車

PCB特別措置法

地球温暖化対策推進法

オゾン層保護法

フロン回収破壊法

海洋汚染海上災害防止法

省エネルギー法

2.1 ISO 14000s 環境マネジメントシステム規格 ②

出所：日本ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｼｽﾃﾑ協会 ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ環境会議
http://www.logistics.or.jp/green/laws.html

◆ 解 説

環境マネジメントの対象となる環境問題は、環境関連の法律一覧からながめることが出来る。参考資料1) の図を
多少修正したものを示す。環境マネジメントが品質マネジメントと大きく異なる点は、法規制及び関連の協定類を
全て調べ上げ、これらを完全に遵守することを宣言する点にある。その上で組織として独自の環境方針、環境目
標を定めて改善計画を立てることになる。

世界全体で環境問題を解決するための条約は「気候変動に関する国際連合枠組条約」UNFCC(United Nations 
framework convention on climate change)があり、その条約締結国の会議がCOP (Conference of Parties )、1997年
12月京都で開かれた第3回会議COP 3 から有名な「京都議定書」が生まれた。ここで地球温暖化を防止するため
各国とも温室効果ガスの低減目標を達成するよう約束した。

◆ 参考資料
1) （社）日本ロジスティックスシステム協会（ロジスティックス環境会議）のURL  
http://www.logistics.or.jp/green/laws.html

2) （財）省エネルギーセンターのURL http://www.eccj.or.jp/summary/environment/04.html
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経緯

1980 「持続的発展」Sustainable Development という言葉が「世界自然保全戦略」に出現

1990 持続可能な発展のための産業人会議 BCSD (Business Council for Sustainable 

Development) 創設、ISOへ国際標準検討の要請

1991 ISO がIEC と共同で環境戦略諮問グループ SAGE (Strategic Advisory Group 

for Environment) 設立

1991 日本の経団連が「経団連地球環境憲章」公表

1992 地球サミットで「持続的発展のための人類の行動計画－アジェンダ２１」採択

1993 環境マネジメントシステムに関する専門委員会 TC 207 設置

1996 ISO 14001、14004 発行、ほとんど同時に JIS Q 14001、14004 制定

1997 京都会議 COP 3

2004 ISO 14001、14004 改訂（小改訂） （JIS Q 14001、14004 も）

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ③

◆ 解 説

「持続的発展」Sustainable Developmentという言葉は、IUCN（国際自然保護連合）、UNEP（国連環境計画）、
WWF（世界自然保護基金）による「世界自然保全戦略」(1980)において用いられた「環境と経済の持続的両立を
求める概念」である。これ以降「経済発展を後世の世代まで継続するためには環境との両立を常に図らなければ
ならない」という考え方が経済界に普及する。また「持続的な発展」を実現するために、各国のいろいろな機関、企
業、NGO等のさまざまなセクターが数多くの取組みを行ってきた。

しかしながら経済活動の中で環境問題を解決していくにはどうしたらよいか、（１）法令による直接的規制、（２）
税制・助成などによる間接的規制、（３）経営的手法、とあるが、行政による（１）、（２）の方法は、組織が自発的に行
うものでなくコスト負担を最小にしようとして最低限の努力しかしない可能性があることと、国別の違いが国際的対
立を招く危険がある。一方1990年代になるとISO 9000sとそれを基準とした第三者認証のしくみが普及をはじめ、
組織が自主的な活動としてコストと品質をバランスさせながら国際的競争の中で努力をしていく姿が見え、（３）の
方法が現実味を帯びてきた。ISOとIECが協同で環境問題について規格化を検討する戦略を打ち出したことは注
目に値する。英国ではいち早く国をあげて規格化に取組み、1994年にはBS 7750を発行した。

日本はこうした世界の動きを敏感に感じ取り、またISO 9000sへの取組みの出遅れへの反省もあり、ISO 14000s
への参加を積極的に進めた。ISO 9000sのJIS化に6年を要したのに比べ、ISO 14000sの場合はわずか1ヶ月という
速さであった。

◆ 参考資料

1)矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)
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ISO 14001:2004 (JIS Q 14001:2004) の見かた （序文より）①

規格の背景 ・組織の環境パフォーマンスの達成と実証に関心を高めている

・厳しさを増す法規制や環境保全を促進する経済政策

・環境問題及び持続的開発に対する利害関係者の関心の高まり

規格の狙い

・体系的なマネジメントシステムを提供する

・効果的な環境マネジメントシステム EMS の諸要素を提供する

・システムの成功は全ての階層・部門のコミットメント、特に

トップマネジメントのコミットメントのいかんにかかわる

組織のパフォーマンスが法律上及び方針の要求事項を満た
し、将来も満たし続けるために

留意事項 ・法的要求事項や組織が同意する他の要求事項以上の絶対的要求を規定しない

・適切且つ経済的に実行可能・・・費用対効果を十分考慮に入れることを奨励

・ISO 9001 との両立性を考慮

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ④

◆ 解 説

「環境パフォーマンス」はこの規格で定義されている。｛3.10 組織の環境側面（後述）についてのその組織のマ
ネジメントの測定可能な結果。 ｝ （「パフォーマンス」とは、行動を起こした場合に得られる成果の意味である。計画
を立てるときに、必要なコストと得られるべき成果を比較して「コスト・パフォーマンス」などと使う。Performance/Cost 
など比率で表すこともある。環境マネジメントの場合は認証基準としてのISO 14001の中で使われているが、品質マ
ネジメントの場合、ISO 9001ではパフォーマンスは問われていない。 ISO 9004が品質パフォーマンスを高めるため
のガイドラインとして参考になる。）

この序文はこの規格を利用しやすいようにていねいに記述されている。規格が発行された背景、規格の狙いなど
を明らかにした上で、この規格の環境マネジメントシステムを導入しようとする人々への慎重な配慮がある。一つは
多様性の容認であり、どんな形の組織でもその特徴を生かした導入のしかたでよいこと、またその組織の経済的負
担の許す範囲で達成目標を立てればよいことである。もちろん法規制や外部との約束事は完全遵守しなければな
らないが、それ以上のことは、例えばCOP3の目標の「温室効果ガス xx % 減」といったものを要求事項とはしない。
あくまでも組織の「自主性」を重んじる立場である。

またこの規格の要求事項の誤った解釈をしないよう、「付属書A」として「利用の手引き」が添付してある。

なお、ISO 14000sがISO 9000sをモデルとして開発されたこともあり、組織が両方を導入しても大きな負荷になら
ないよう、二つの規格は規格の構成を同じにしてあり、またマネジメントの共通部分を極力広くとれるよう工夫してあ
る。用語の統一にも配慮がなされている。これを「両立性」といい、それぞれの技術専門委員会 TC176 と TC207 
が協力しあっている。

◆ 参考資料

1) JIS Q 14001:2004
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継続的改善

経営層による見直し

点検及び是正処置 実施及び運用

計画

環境方針

ISO 14001:2004 (JIS Q 14001:2004) の見かた （序文より）②

ここがポイント

P

D
C

A

P

DC

A

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑤

◆ 解 説

ISO 9000s の1994年版から2000年版への改訂の核心は経営目標（顧客満足）へ向けての「継続的改善」であっ
た。これは初期のISO 9000sが適合性にこだわっている点を日本側が指摘し、日本がそれまで進めてきた「全社的
品質管理」が改善活動に支えられてきたことを強く主張したことが貢献している。この改訂作業のさ中に検討が進
められた環境MSにおいては当初から日本が参画して改善の重要性を説いたため、初版からこの考えが取入れら
れた。

「経営者による見直し」は正式にはJIS Q 14001:2004では「マネジメントレビュー」と記述されている。組織としての
大きなPDCAサイクルで見ると、経営者が全体活動をながめて、経営者自身の目標や計画が達成されたか、達成
までの道筋が確かであったかをもチェックするものであり、これもPDCAの中ではCである。そのレビューの結果とし
て、では次に経営としてどうするか、ということを明らかにする段階では既に次のサイクルのためのAに入っていると
言える。

◆ 参考資料

1) JIS Q 14001:2004
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ISO 14001 環境MS の特徴・・・ISO 9001との比較から

共通のMS監査の指針 ISO 19011 を適用審査登録

・環境に影響を与える要因

・環境パフォーマンス（測定可能な活動の
結果）

・緊急事態対応

品質に影響を与える要因管理対象

顧客、仕入先、住民、行政、社会顧客、仕入先対象利害関係者

・経営者のコミットメント、責任と権限、文書化、記録、資源等明確化

・方針、計画、実施、評価、改善のマネジメントサイクルの適用

管理活動共通

法的要求事項遵守は当初から絶対要件法令・規制要求事項は要件法的規制

環境保全顧客満足目的

ISO 14001ISO 9001

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑥

◆ 解 説

ISO 14001は、開発の当初から導入組織の負担を軽くするよう ISO 9001 との両立性を考慮してある。従ってこの
規格の内容を理解するのにISO 9001との比較が役に立つ。ISO 14001の付属書には両規格の対比を詳細に記述
してある。

この表の赤字で示したところは環境マネジメントシステム特有の部分である。

なお、ISO 9001の場合、当初は品質要求事項に法的要求事項を含むかどうかについて明確ではなかったが、
2008年改正の第4版では「法令・規制要求事項」を顧客要求事項と並べて明確化された。

◆ 参考資料
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環境側面 (定義 3.6)

環境影響 (定義 3.7)

中心となる管理の対象

環境と相互に影響しうる、組織の活動、
製品又はサービスの要素

有害か有益かを問わず、全体的に又は
部分的に組織の活動、製品又はサービ
スから生じる、環境に対するあらゆる変化

原因

結果

原料、用品、製品、燃料、電気、

水、設備運転、屑、梱包材料、

輸送手段・・・など様々

排気、排水、廃棄物、エネルギー、

資源、騒音、振動・・・など様々

これら各項目をすべて洗い出した上で、

法令等による規制と、自社で決める「重点管理項目」を明確にし、目標を立ててPDCAで管理する

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑦

◆ 解 説

環境側面と環境影響というふたつの言葉がいちばんこの規格の特徴を表している。

要は原因となるものとその結果をすべて洗い出すことが出発である。これは原因と結果が1対1ではなくm対nになる
ため、マトリックスの形として表現することがよく行われる。もちろん組織の性質・形態・規模によって異なるので、原
因と結果の分析の手法は自由である。

この規格要求事項は結果としてのデータそのものを要求することはなく、結果の目標はあくまでも組織の自主目
標を示せばよい。また組織は自分の経営力の範囲で活動の範囲を決めれば良いので、作成されたマトリックスか
ら重要と思われるものをピックアップしてそれの改善計画を作ることになる。重要と思われるもの－「重点管理項目」
は、計画の優先順位を決めることでもあり、その組織の判断による。ただし、たてた目標は必ず達成することと、継
続的に改善していくことは組織の方針として約束するものでなければならない。

環境側面はほとんどがコスト要因であり、活動の重点を省エネ、省資源、などに置くことによりコストダウンを組織
的に出来るメリットがあり、改善スパイラルの得意な日本企業にとって導入しやすいシステムといえる。

◆ 参考資料
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環境マネジメントの進め方

トップマネジメント

環境方針を決める
資源を投入する
責任者を決める
定期的に見なおす

現状分析
・ 自社の活動と環境のかかわり

・法的規制事項

・重点管理項目の選定

目標達成に向け活動
組織内のコミュニケーションや教育

重点管理項目を基に
目標と実行計画を設定する

P

D

実績と目標を定期的に比較
法規制やルールの遵守状況を
チェック

C

問題点について対応策を策定／
実行・・・目標達成をめざす

次のPDCAサイクルの計画へ
反映させる（継続的改善）

A

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑧

◆ 解 説
どのマネジメントシステムにも共通することであるが、最初にトップがどんな気持ちで臨むか、どんな約束をするか

でシステム構築・運用の成功は決まる。この規格でも序文からその点を強調している。

この規格の特徴として、トップの方針に必ず記載する事項として、法規制遵守、汚染予防の約束、そして継続的
改善の約束である。このトップ方針は外部への公開が求められる。そのほかトップとして取り組むべき事項は、資源
投入、つまり必要な人員を配置したり教育したり、また必要に応じて経費の予算措置を講じること、また、組織と責
任を明確にし、環境マネジメントに関する責任者を任命して必要な権限を与えること、更に方針どおりに計画・実
行がなされ、継続的改善が確実なものであるか、トップ自らが見なおすこと、などが求められる。環境特有の最初
の部分を除けば、組織の中のほとんどあらゆる目的活動と共通のものである。また規格序文に示された継続的改
善のイメージに従ったPDCAスパイラルアップ型の活動は、あらゆる部門・階層に共通のメネジメントスタイルである。

◆ 参考資料
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環境マネジメントの期待効果

組織のイメージ向上

売上の増加

コスト削減

組織の風土改革

法規制の遵守

地球環境保全に貢献

環境投資家からの評価

公開されたISO 14001 認証取得情報による新規顧客

グリーン調達への対応

環境を考慮した新製品・新規事業の開発

資源・エネルギーの節約

廃棄物処理費用の減少

目標必達、一人ひとりの責任感が充実する

PDCA 及び体系的なしくみによる効果的、効率的な組 織
活動の「くせ」がつく

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑨

◆ 解 説

ISO 14001 に基づく認証は全世界に一様に公開され、評価される。その結果企業のイメージは高まり、ブランド
力が高まり、売上げ増大につながり、また「環境投資」と呼ばれるように投資家にも歓迎される。グリーン調達は政
府や自治体、また大企業や環境に関心のある企業などから求められる機会がある。環境をテーマに活動して組織
が活性化するうちに、環境にやさしいと言われる製品の開発や新しい事業分野への進出の機会も生まれる。

コスト削減は環境側面の解析と密接に関係する。序文で見たように、環境問題は経済的課題とバランスさせて考
えればよい。優先順位から重点管理項目を決める際に、環境影響だけでなく、経済的な側面からの評価を加え、
コストダウン目標も合わせて活動の計画を決めることが出来る。このことはISO 14001の普及を早めることにつな
がっている。

効果的な活動のツールを提供するというこの規格の狙いは、目標必達とPDCA型の管理システムを推奨している。
これは日本の伝統的な全員参加の活動として受入れられやすい。活動を進めるうちに自分たち自身が何か成長
していると実感出来る局面にぶつかることがある。こうなれば活動は自律的に発展し、組織の風土改革にまでつな
がることがある。

◆ 参考資料
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2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑩

省エネ意識高揚を狙った工場照明の省エネ活動

トヨタ自動車（株)貞宝工場

工機管理部総括室

環境保全事務局

当工場では，98年にISO14001の外部認証を取得し，「トヨタ環境取り組みプラン」に
沿って環境保全活動を推進している。その一つの柱であるCO2排出量の低減活動について
は，原動力設備を中心に進めてきたが，更に全員への省エネ意識の高揚参画を図るため，
全員が参加でき，かつ活動が見える，体感できる取組みとして，照明の省エネ対策に取り
組んだ。またこれにより他の省エネ対策の活性化を図ることができた。

事例 1

〔出所：省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ，平成16年度 省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例全国大会 資料より〕

◆ 解 説

ISO 14001による継続的改善の効果の典型例を、トヨタのホームページから引用したものである。認証取得を契
機に全社的な省エネ活動に取り組み、多大の効果をあげているとしている。

◆ 参考資料

1) http://www.eccj.or.jp/succase/04/b/51tki17.html
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2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑪

〔出所：キリンビール〕

事例 2

◆ 解 説

キリンビールの環境マネジメントの事例である。ホームページでいろいろな工夫をこらして環境問題について全
社的意識高揚を図っていることが紹介されている。

このようなホームページの事例から、ISO 14001の認証という環境への取組みが企業の社会的なイメージを高
めるための一定の効果を狙っていることがわかる。ISO 14001認証活動が急速に普及したことから、企業は顧客か
らの直接評価による経済的価値だけでなく、組織内の活性化や社会的貢献による新しい価値創造という側面で評
価され得ることが次第に明らかになってきた。

◆ 参考資料

1) http://www.kirin.co.jp/active/env/iso/index.html
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(単位：t)

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

仕込み粕 327,716 271,004 214,721 202,933 173,551 162,970 149,601

余剰酵母 7,302 8,200 9,200 8,827 9,601 11,007 10,594

廃ケイソウ土な 16,065 15,479 14,043 13,001 7,443 6,751 6,990

排水余剰汚泥 29.542 30,277 30,916 27,911 21,462 25,922 27,519

紙類 4,822 4,414 4,034 3,327 3,074 2,846 2,798

木パレット 4,231 5,029 3,175 2,926 2,992 4,543 4,339

廃棄びん 73,862 63,456 46,601 33,612 34,483 26,259 23,520

金属類 2,825 3,280 2,308 1,538 1,968 1,953 1,780

プラスチック類 8,686 7,125 6,656 6,431 5,187 5,221 4,491

その他 2,424 2,543 4,231 1,276 7,492 2,423 1,588

合計 477,475 410,807 335,885 301,783 267,253 249,895 233,220

ビール工場の副産物・廃棄物排出量の推移

事例 2 成果の1例

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑫

〔出所：キリンビール〕

◆ 解 説

活動の成果の例として、産業廃棄物の削減効果が示してある。

資源・エネルギーを大量に消費する工場では、環境負荷を減らそうとする活動の効果が直接ムダの削減、コス
ト削減につながり、大きな経済的利益を得ることができる。但し、企業のホームページで紹介されるものは大きな成
果をあげた成功事例がほとんどであり、実際にはISO 14001の認証を維持するコストに見合う成果をあげ続けること
は容易ではない。

地方自治体のISO 14001導入事例では成果があったもの、なかったものも含めて現実の環境改善データを多
面的に公開しているので興味深い。例としてISO 14001の導入で有名な千葉県白井市のURLを下記参考資料に
示す。

◆ 参考資料

１）白井市のISO 14001目標達成状況を紹介するURL

http://city.shiroi.chiba.jp/webapps/www/info/detail.jsp?id=660
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2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑬

世界のISO 14001 認証登録件数推移 www.iso.org/ より

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006(*) 2007(*)

アフリカ・西アジア 50 651 924 1,357 2,002 3,014 3,993 4,832 5,586
中南米 26 556 681 1,418 1,691 2,955 3,411 4,355 4,260
北米 3 1676 2,700 4,053 5,233 6,743 7,119 7,673 7,267
ヨーロッパ 46 11021 17,941 23,305 30,918 39,278 47,837 55,919 65,097
極東 21 7881 12,796 17,744 23,747 35,855 46,844 53,286 71,458

豪州 2 1112 1,422 1,563 1,405 2,092 1,958 2,146 904

世界合計 148 22,897 36,464 49,440 64,996 89,937 111,162 128,211 154,572

(*) ISO 14001:2004

認証組織の数 (各年の12月現在）
地域

国/経済の数
2007.12

ISO 14001:2004 認証件数推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2002 2003 2004 2005 2006 2007

日本

中国

スペイン

イタリア

英国

韓国

米国

ドイツ

スェーデン

フランス

◆ 解 説

ISO 9000sで遅れをとった日本が、ISO 14000sでは規格の作成過程でも国内への普及でもリーダー
シップをとった。ISO規格が出来てから直ちにJIS規格が制定されたことからもそれが伺える。当初認証件
数で日本が他を圧倒していたが、その後中国が猛追し、2007年には逆転トップに立った。韓国も上位に
入っている。

◆ 参考資料

1) ISO 本部URL http:// www.iso.org/  の “The ISO Survey - 2007” より
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2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑭

◆ 解 説

工業標準調査会のHPで公開されているISO 14001認証組織の数の推移と業種別の内訳を示す。サービス業
が急速に伸びていることがわかる。

◆ 参考資料

1) http://www.jisc.go.jp/mss/images/ems-trans1.GIF
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ISO 14015:2001(*) 「環境マネジメント－用地及び組織の環境アセスメント」

ISO 14020:2000 「環境ラベル及び宣言－一般原則」

ISO 14031:1999(*) 「環境マネジメント－環境パフォーマンス評価ー指針」

ISO 14040:2006 「環境マネジメント－ライフサイクルアセスメント

－原則及び枠組み」

ISO 14063-2006(*) 「環境コミュニケーション」

ISO 14064-1,2,3 :2006 「温室効果ガス－第1部～第3部」

ISO Guide 64:2008 「製品規格で環境課題を取り扱うための指針」

（その他、環境マネジメント関連の 14xxx シリーズの規格が多数ある。(*)は対応JIS規格あり）

環境マネジメントに関するその他の規格 （TC207 によって発行される）

2.1 ISO 14000s マネジメントシステム規格 ⑮

◆ 解 説

ISO 14000s 規格ファミリーは最初に上げた4つの他に多数ある。その一部をここに表示する。この規格ファミ
リーが進化が著しく、2008年12月現在としてJSAで公表しているものは35件である。日本規格協会ホームペー
ジから参照出来る「ファミリー規格開発状況」ではJIS化の状況も記載してある。JIS化されたものはJISCホーム
ページからJIS規格として検索して読むことが出来る。

環境マネジメントに関連するその他の規格について、第15章「環境・安全に対する標準化の枠組み」で更に詳
しく学ぶ。

◆ 参考資料

1) 日本規格協会URL http://www.jsa.or.jp/

2) ISO 14000ファミリー規格開発状況URL http://www.jsa.or.jp/stdz/iso/pdf/develop_14000.pdf
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ISO/IEC 27001:2005 (JIS Q 27001:2006)
情報技術－セキュリティ技術－
情報セキュリティマネジメントシステム－要求事項

ISO/IEC 27002: 2005 (JIS Q 27002:2006)
情報技術－セキュリティ技術－
情報セキュリティマネジメンソシステムの実践のための規範

ISMS 規格の必要性

ITの利便性の陰に現れる脅威

不正行為、人為ミス、天災など

・ 機密性、安全性、可用性の確保

・ 効率的なマネジメントシステム

・ 健全なシステムを構築・運用している信頼感

（QMS、EMS と整合する合理的なしくみ）

社会的な要請が急増

2.2 ISO 27001 情報セキュリティ マネジメントシステム規格①

◆ 解 説

1990年代よりインタネットが急速に発展し、組織の形態や大小を問わず、また個人においてももはやインタネッ
トとつながったパソコン情報の利用なしには活動が出来ない状況になってきた。しかしながらオープン環境におけ
るネットワーク・コンピューティングの社会では、オープンであるがために、第三者が匿名性を利用してネットワーク
を経由して情報システムに侵入し、データの盗用、改ざん、システムの妨害といった悪事を働くという新しい脅威が
生まれた。また天災、事故、人為的ミスといった要因によってもシステムに障害が発生し、経済のみならず社会生
活にまで大きな影響が出始めている。

ネットワーク社会は国境を越えて急速に全世界に広まるものであり、上記の各種のリスクに対して国際的なレベ
ルで検討が始められた。国際規格と第三者認証のしくみによって、規制ではなく民間の自主的なとりくみとして国
際ルールを構築し運用していくスタイルが情報システムを管理する場面にも現れ、ISO 9001、ISO 14001に続いて
ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）規格ISO 27001が誕生することになった。ISO 27002はISO 27001の付
属書部分を独立規格としたISO 17999:2005を、そのまま番号を変更したものである。変更は2007年に行われたが、
年度表記はISO 27002:2005とされている。

◆ 参考資料

１）矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)
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経緯
英国

ISO/IEC

日本

BS 7799:1995

BS 7799-2:1999

BS 7799-1:1999

ISO/IEC 17799:2000 ISO/IEC 17799:2005 ISO/IEC 27002:2005

ISO/IEC 27001:2005

JIPDEC ISMS 認証基準

JIS X 5080:2002 JIS Q 27002:2006

JIS Q 27001:2006

JIS 化

（財）日本情報
処理開発協会

要求事項

ガイド

BS 7799-2:2002

Ver. 1.0

Ver. 2.0

2.2 ISO 27001 情報セキュリティ マネジメントシステム規格②

◆ 解 説

ISMS規格にはガイド規格と認証用となる要求事項の規格の2種類あり、国際規格化の段階が複雑である。

英国が先行して規格を作り、それがモデルとなって国際規格が出来た経緯はISO 9000sQMSのケースと似ている
が、情報関連で不祥事や事故が多発する現実から、国際規格化は迅速手続き（ファスト・トラック）により行われた。
英国は当初のBS 7799:1995の国際規格化に失敗した後、規格を改訂し、BS 7799-1:1999、BS 7799-2:1999とした。
前者は実践規範をまとめたガイド規格、後者は認証基準としての要求事項規格である。このうち前者のガイド規格
を先に国際規格として提案、迅速手続きにより2000年にはISO/IEC 17799:2000として発行された。その後後者の
要求事項の規格は改訂されBS 7799-2:2002となり、これは国際規格ISO/IEC 27001:2005として発行された。一方
ガイド規格ISO/IEC 17799は規格番号をそのままにして2005年に見直し、ISO/IEC 17799:2005として発行された。
規格体系を単純化するべくこの規格は同じ内容のまま番号を変えて（年度表示は2005のまま） ISO/IEC 
27002:2005として2007年に発行された。

このように規格番号が輻輳する中で、日本ではJIPDEC （財）日本情報処理開発協会が認証用の基準を作って
いち早く第三者認証の制度を作った。これは先行していたガイド規格を参考にしたものであるが、本格的な認証用
の基準であった。JIS規格化においては、ISO 27001を迅速にJIS化すると同時に、ガイド規格ISO 27002 について
は先取りしてJIS規格を制定した。

なお、このISMS規格による第三者認証について、認定、審査登録（認証）、審査員評価登録、審査員研修などの
しくみは、JABを認定機関とするQMS、EMSの場合と同じ構造であるが、 QMS、EMSと異なり、認定機関はJABで
はなく、JIPDEC である。JIPDEC は現在JAB、JASC と共に認定機関としてIAFのメンバーになっている。ISOはこの
規格による認証件数を始めて公表した（下記5)）。それによると、2007年12月現在 ISMS認証取得件数は、世界で
7,732、そのうち日本が4,896と圧倒的に多い。

◆ 参考資料

1)矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)

2)高取敏夫・竹田栄作共著「やさしいｼﾘｰｽﾞISO/IEC 27001情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」 （財）日本規格協会 (2006)

3) JIPDECのURL http://www.isms.jipdec.jp/

4)（財）日本規格協会発行「情報セキュリティマネジメントシステム審査登録制度のご案内」(2006.10.1)

5) The ISO Survey - 2007
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ISMSの確立

計画（Plan)

ISMSの監査
及びレビュー

点検
(Check)

ISMSの導入
及び運用

実行(Do) ISMSの維持
及び改善

処置(Act)

利害関係者

情報セキュリ
ティの

要求事項
及び期待

利害関係者

運営管理
された情報
セキュリティ

ISMS プロセスに適用される PDCA モデル (JIS Q 27001:2006)

2.2 ISO 27001 情報セキュリティ マネジメントシステム規格③

◆ 解 説

ISO/IEC 27001(JIS Q 27001:2006)の内容について、ISO 9000sのケースと同じく日本の得意なPDCAの図が載
せられているので親しみ深い。（以下規格の番号を省略して単にISO 27001とする。）

ISO 27001の規格は「0.1序文」「1適用範囲」「2引用規格」「3用語及び定義」「4情報セキュリティマネジメントシス
テム」「5経営者の責任」「6 ISMS内部監査」「7 ISMSのマネジメントレビュー」「8 ISMSの改善」、及び付属書A（規
定）、B（参考）、C（参考）から構成されている。

「0.1序文」では「ISMSプロセスを確立、導入、運用、監視、見直し、維持、改善」するという、マネジメントシステム
のありかたを述べている。規格の構成としてはISO 9001、ISO 14001と同じ形式であり、取組みやすい。「3定義」で
はこのシステムの目的ともいえる「情報セキュリティ」「可用性（認可された人によって要求されたときにアクセス及び
使用が出来る」「機密性（認可されていない人・組織などに対して情報を使用不可または非公開にする」「完全性
（情報関連資産の正確さ及び完全さを保護する）」など、重要な用語が規定されている。情報関連資産（ソフト、
ハードなど総合的に）は脆弱性を持ち、絶えず脅威にさらされている、という認識からリスクをどうとらえ、対策をとっ
ていくか、という点でマネジメントシステムを構築する方針と計画を確立することが肝要である。

◆ 参考資料

1) JIS Q 27001:2006
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付属書A（規定） 管理項目及び管理策

A5 セキュリティ基本方針
経営者による組織横断的なセキュリティ

基本方針の発行、及び支援

A6 情報セキュリティの組織

セキュリティを確保するための組織作り

A7 資産管理

資産目録、資産分類

組織の資産を保護するための管理責任

A15 適合性
知的所有権、記録の保管、プライバシイ保護、

など法的要求事項、及び 基本方針、技術

適合性のレビュー

A14 事業継続管理

障害（事故・事件を含む）における回復策、

予防策、影響分析、継続計画など

A13 情報ｾｷｭﾘﾃｨ事件・事故のマネジメント

事件・事故に対し、効果的な取組みを直ちに

かつ確実に実施するために、その報告や管理

A8 人的資源のセキュリティ

人的な問題によるリスクを軽減するため、業

務責任、採用時の審査、採用条件、教育など

組織的・管理的マネジメント領域

2.2 ISO 27001 情報セキュリティ マネジメントシステム規格④

◆ 解 説

ISMSを確立するとはどういうことか学ぶために、ISO 27001の規格の一部を具体的に参照してみる。

核心部である、4.2.1「ISMSの確立」では、組織が何をしなければならないかを詳細に記載してある。内容はa)か
らj)にわたる詳細なものであるが、その中でg)項「リスク対応のための管理目的及び管理策を選択する」では、組織
がISMS構築の目的のために何をするのか、何は除外してもよいと考えるのかを明らかにしなければならない、とし
ている。その際重要なことを見落とさないよう、付属書A「管理目的及び管理策」が用意されている。

この付属書Aにある11項目をここに紹介する。実際にはこの11項目は更に細分化され、管理目的39項目、管理
策133という膨大なものであるが、ここでは主項目のみを示す。わかりやすくするため、主項目を組織的・管理的マ
ネジメント領域と技術的マネジメント領域の二つに分けて示す。

なお、この付属書Aは、ガイド規格JIS Q 27002:2006 (ISO/IEC 27002:2005) と同じ内容である。

◆ 参考資料

1)高取敏夫・竹田栄作共著「やさしいｼﾘｰｽﾞISO/IEC 27001情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」 （財）日本規格協会 (2006)

2)JIS Q 27002:2006
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付属書A（規定） 管理項目及び管理策

A9 物理的及び環境的セキュリティ

入退出管理、施設（事務所、居室など）装置

の設置などのセキュリティ

A10 通信及び運用の管理

情報処理システムの管理・運用を安全実施

するため、操作手順書の整備、運用の変更

管理、セキュリティ問題管理、不正ソフトウェ

ア対策、バックアップなど

A12 情報システムの調達、開発及び保守

安全な調達、開発・運用のため、システムへの

セキュリティ要件、業務プログラムに対するセ

キュリティ要件情報の暗号による管理など

A11 アクセス制御

情報へのアクセス制御、利用者のアクセス管

理、特権管理、ネットワークにおけるアクセス

制御

技術的マネジメント領域

2.2 ISO 27001 情報セキュリティ マネジメントシステム規格⑤
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ISO 27001
認証事例

認証範囲 渋谷キャンパスにおける学修支援、入学試験・受験生募集、広報活動、卒業生・

学生父母との協力支援、生涯学習、及びコンピュータシステムの管理業務

認証取得規格 ISO/IEC27001:2005

登録番号 IS501343

登録日 平成18年1月30日

有効期限日 2009年1月29日

審査機関 ビーエスアイジャパン株式会社

認定機関 UKAS(United Kingdom Accreditation Service：英国認定機関)

認定マーク

ISO/IEC 27001:2005　認証取得概要

〔出所：國學院大學〕

◆ 解 説

ISMSの導入事例として國學院大学のホームページからの抜粋を引用する（次ページに続く）。

大学は詳細な個人情報を大量に扱い、しかも多数のコンピュータがネットで結ばれており、個人情報に特に気
を使う組織としては典型例である。いろいろな部署や階層の多くの人々が扱う個人情報は膨大なものであり、それ
らを組織的に効率的に管理することは大変難しいと思われるが、この大学では客観的な基準ISO 27001にもとづき
管理のしくみを構築し、その基準への適合性を第三者の審査を受けて認証を取得している。組織内の人々の意
識を高め、正しく効率的に管理を進めるという実質的な効果の上に、外部に対してその努力をアピール出来る効
果がある。

◆ 参考資料

1) 國學院大学のURL http://www.kokugakuin.ac.jp/torikumi/isms/info.php
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ISO 27001
認証事例

情報セキュリティマネジメントシステムの取り組み

◆ 概 要
本学は，財団法人日本情報処理開発協会（JIPDEC）の発行する情報セキュリティマネジメントシス

テム（ISMS）適合性評価制度ならびに英国の認定機関であるUKASの発行する
ISO/IEC27001:2005を平成18年1月30日付けで同時に認証取得しました。また，平成19年1
月16日にはISO/IEC27001:2005及びJIS Q 27001:2006による継続審査と拡大審査の認証を
受けました。同規格の認証取得は，国内の教育機関を通じて先端的な取り組みとして注目されて
います。

◆ 背 景
平成17年度4月に個人情報保護に関する法律が全面施行され，個人情報取扱事業者である

本学も学生等の多くの個人情報を保護する仕組みを見直しました。しか し，大学は個人情報だ
けでなく多くの重要な情報を保有しているため，個人情報に限定した安全管理措置ではなく，全
ての情報資産を保護するためのシステム， 組織，人，仕組みが必要です。
大学は教育機関という公共的な性格上，物理的にオープンな環境を提供しています。また，イ

ンターネットによる学修 支援，コミュニケーションツールは大学と学生やご父母，卒業生等を繋ぐ
重要な役割を担っており，特に本学では情報戦略マスタープランの下，今後さらに情報 システム
サービスを展開していく予定です。このように，物理的，人的，技術的にオープン性を重視する環
境の中で情報セキュリティを確保する難しさは大学特 有のものといえます。

本学は，このような社会的な要請，大学をとりまく事情，セキュリティ面の考察，大学としての情

報戦略から情報セキュリティの取り組みを検討し，ISO27001認証取得を目標に，ＩＳＭＳを導入
することになりました。 〔出所：國學院大學〕
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OHSAS 18001:2007 (国際コンソーシアム規格）
労働安全衛生マネジメントシステム(OHSMS)の要求事項

OHSAS 18002:2002 (国際コンソーシアム規格）
OHSAS 18001 実施のための指針

OHSMS 規格の必要性

・職場での災害や健康障害が減らない

・国別の規制がばらばら、規格も様々

・世界的競争激化の中で管理が後回し

になる危機感

・ 規制遵守と組織の自主努力による改善

・ 効率的なマネジメントシステム

・ 健全なシステムを構築・運用している信頼感

（QMS、EMS と整合する合理的なしくみ）

社会的な要請が急増

2.3 OHSAS 18000 労働安全衛生マネジメントシステム規格①

◆ 解 説

安全衛生管理については、従来から法的規制によって管理されている。それでも規制による方法には限界があ
り、災害や健康障害はなかなか減らない。経営者が安全衛生管理に関する投資には積極的でなく、規制を何とか
クリアする程度に消極的な形で済ませるケースも多い。国際的競争にさらされる組織においては特に後回しになる
ことが多く、国別の管理基準も異なることから、国際取引が活発化する中で問題がクローズアップされてきた。

一方でQMSやEMSなど、組織が国際的なルールに基づき経済性とバランスさせながら自主的努力によって管理
を効率的に進める制度が急速に普及する中で、OHSMS(Occupational Health and Safety Management System 労
働安全衛生マネジメントシステム）をISO規格化しようという動きが起こった。しかしながらISO規格にするまでの合意
は得られず、英国のBSIを中心とした国際コンソーシアムの規格として OHSAS 18001 が事実上の国際規格として、
安全衛生管理システムの認証基準として利用されている。この規格では新たに2007年版が発行されている2)。
2007年改訂では、規格文章の構成が EMSのISO 14001 と整合するように工夫がなされ、また安全に関するリスク
アセスメントについての規定が明確化されている。リスクアセスメントについては ISO 14121 「機械類の安全性－リ
スクアセスメントの原則」 と整合する形になっている。 なお、OHSAS 18002 はガイドライン規格であるが、これの改
訂は2008年に予定されている。

労働安全衛生管理の基準作りはILO国際労働機関においても行われており、2001年にガイドライン規格として
ILO-OSH 2001が制定された。このガイドラインに沿って日本でも厚労省が「労働安全衛生マネジメントシステムに
関する指針」（平成11年労働省告示第53号）を発表し、これを基準としてJISHA(Japan Industrial Safety and Health 
Association（社）中央労働災害防止協会)がJISHA方式OSHMSを基準として認証活動を開始している。なお、労働
安全衛生管理について、ILO関係ではOSHMS、ISO関係ではOHSMSと、略号の順序が異なる。なお、規格の名
称 OHSAS は “Occupational Health and Safety Assessment Series” である。

◆ 参考資料

1)国際安全衛生センターのURL http://www.jicosh.gr.jp/japanese/news/MrTakala/index2.html

2)平林良人他「OHSAS 18001:2007 規格の概要」 標準化と品質管理 Vol.60 (2007) No.12, P.26-33
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認証制度

経緯

ISO ISO 化提案
要求事項

指針

英国 BS 8800:1996

1994

ISO 化提案

1999

否決 否決

国際コンソーシアム

OHSAS 18002:2000 OHSAS 18002:2002

OHSAS 18001:1999 OHSAS 18001:2007

ILO 理事会 ILO-OSH 2001

2001

厚労省指針

2001

日本の第三者認証の基準

ILO

2.3 OHSAS 18000 労働安全衛生マネジメントシステム規格②

◆ 解 説

英国がISO 9000sのケースのようにさっさと規格BS8800を制定、認証制度まで作ってしまい、ISO化への提案を試
みたが、その後ISO化は進みが遅い。ISO規格化反対の意見では「ILOとの共同作業、あるいはILO単独の作業が
望ましい」などがある。 ILOは労働者の立場にしぼって考えるのに対してISOはその他の利害関係者も含めてより
広い立場で規格化を図ることから統一が難しいものと思われる。日本ではILOの基準は厚労省、ISO規格・JIS規格
となると経産省と、行政機関も異なる。

こうした動きに代わって国際コンソーシアムが組まれ、コンソーシアム規格のOHSAS 18000シリーズが生まれ、こ
れが事実上の国際規格として広く認証にも使われるようになった。このコンソーシアムは20カ国以上の団体で構成
されている。

OHSAS 18001を基準とする認証活動は既に進んでいるが、日本にはこの規格を利用する認証機関を認定する
しくみがまだなく、認証機関はRvA（オランダ）など海外の認定機関から認定を受けて活動し、2008年2月8日現在
493社が登録を得ている2)。一方、厚労省の指針を利用して中央労働災害防止協会 がJISHA方式OSHMSを作り、
認定を行っている（ISO関連の認定とは違い、事業所を「認定」する。） 。認定事業場数221事業場(平成20年1月23
日現在) と公表されている３）。

◆ 参考資料

1)矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)

2)テクノファのURL http://www.technofer.co.jp/convini/hotnews/hotoh_053.html

3)中災防のURL http://www.jisha.or.jp/oshms/certified/index.html
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OHSAS 18001 認証事例

◆ 解 説

OHSAS 18001の導入公表事例をJT（日本たばこ産業(株)）のホームページから引用したものである。

この企業では、QMS、EMSに加えてOHSASを積極的に取り入れ、品質、環境、安全の３つのしくみを並行的に
実践していることをアピールすることで企業のイメージアップを図っている。複数のシステムを平行して実践すること
で、それぞれのマネジメントシステムを独立のものとしないで統合的に運営して管理コストを最小限にし、また認証
取得の複合効果を狙うことが出来る。

◆ 参考資料

JTのURL http://www.jti.co.jp/JTI/csr/report/assets2005/report2005.pdf より、P.31
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ISO 26000 （未発行*）
組織の社会的責任（SR）を明確化するガイドライン

SR の規格の重要性

・企業の不祥事に始まって、様々な

種類の組織が、規制の枠を超えて

不祥事を起こす

・組織の活動が世界規模で広がり、

利害関係者も多岐にわたる

・ 健全なシステムを構築・運用している信頼感

・ 世界共通の認識が必要

社会的な要請が急増

* 2009年にはISとして発行される予定、まだ議論中ではあるが、社会的関心が非常に高い

2.4 ISO 26000 社会的責任に関するマネジメントシステム規格 ①

◆ 解 説

国内・国外を問わず企業が不祥事を起こすことが多発してCSR（Corporate Social Responsibility 企業の社会的
責任）が関心を呼んでいる。企業以外のいろいろな組織でも同様の問題が起こっており、一般化してCを取り、単
にSR(Social Responsibility)とすることもある。これら不祥事を法規制により無くすることはきわめて難しいことから、マ
ネジメントの領域での信頼性確保の道として、これまでに応用が進んできたISOによる規格化と第三者認証による
方法が、話題になってきた。しかしながらISOではこの規格を認証のための要求事項とはせず、ガイドライン規格と
することが決まっている。

◆ 参考資料
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1955  経済同友会第8回全国大会「正しい経営理念と経営倫理の確立」

1991  経団連「経団連企業行動憲章」

1999  英国規格 AA 1000 社会倫理的会計･監査･報告→BS 8900:2006

1999  麗澤大学企業倫理研究センター

ECS 2000 「倫理法令遵守マネジメントシステム規格」

2001  EU委員会グリーンペーパ「企業の社会的責任に関する欧州枠組みの促進」

2002  東京商工会議所「企業行動規範」

2003  エビアンサミットでCSRを取上げ－ISOの活動へ

2001  COPOLCOで国際規格化の調査開始

2002  CSRをISO 9000s、ISO 14000sに続く第三世代の規格に位置づけ

2004  一般の組織も対象とし、CSRでなくSRとし、規格開発決定

2005ワーキンググループ (ISO/TMB/WG on SR)設置、規格番号に26000を当てる

2006 第3回ISO/SR総会 （リスボン会議） 第1次ワークドラフトWD

2008  ISO CD 26000 発行、和訳版も公表 →2009規格化目標

経緯

2.4 ISO 26000 社会的責任に関するマネジメントシステム規格 ②

◆ 解 説

CSR又は単にSRについては、古くから多くの議論がなされてきたが、それをどのようにとらえるか、まだ国際的に
合意は出来ていない。こういうものを規格にすることが果たして出来るかどうか、疑問を持つ人も少なくない。し
かしながら、社会全体から見ると、国際的な統一したルールが出来ればもっと議論しやすく、また組織の側でも
効率よくSRのしくみを構築し、実践していくことが出来る。

規格化については ISO 9000s の出発点となった英国が1歩先んじている。この英国規格 BS 8900:2006 が既に
かなり出回っており、それに基づく認証活動も行われている。しかしながら、国際規格にするにはまだ十分な合
意は得られていない。 それでも組織の倫理的課題に最も敏感な消費者側－COPOLCO が代表－から積極
的な問題提起もあり、ISOとして国際規格にする方向は決まっている。その規格番号もISO 26000とすること及
びCをとって単にSRとすることが既に決まっており、2005年から国際ルール化の作業が本格化している。作業
は着々と進行しているが、国際合意は困難で時間がかかっている。2008.12.12 ようやく委員会ドラフトCD発行
の段階になった。CD文書（英文、和訳文）は規格協会のISO/SR 国内委員会ホームページ参照。

◆ 参考資料

1) 矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)

2) 田中宏司 「ISOのSR規格化の進展とわが国企業・組織の対応」 標準化と品質管理 Vol.60  No.2 (2007.2) 
P.49-53 （財）日本規格協会

3) ISO/SR 国内委員会URL http://iso26000.jsa.or.jp/contents/
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CSR の概念図

社 会

環 境

経 済公正

持続的成長

共存 均衡

2.4 ISO 26000 社会的責任に関するマネジメントシステム規格 ③

〔出所：「新・世界標準ISOﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」
矢野友三郎・平林良人著 日科技連出版社〕

◆ 解 説

CSRの公式な定義はまだないが、一つの考え方として「CSRは、企業が法律遵守にとどまらず、企業自ら市民、
地域及び社会を利するような形で、経済、環境、社会問題においてバランスの取れたアプローチを行うことにより
事業を成功させること」と捉えられる。

◆ 参考資料

1) 矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)
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CSRの論点 企業に対する利害関係者（ステークホルダー）の期待

人権環境宣言透明性NGO

倫理、公正取引規制遵守ベンチマーク競合他社

倫理配慮製品廃棄物削減マージン流通業者

社会・職業倫理技術仕様長期関係供給業者

雇用、教育訓練現場環境公正、報酬従業員

格付け環境リスク管理永続性金融機関

ブランド、危機管理リスク管理財務状況株主

安全法遵守環境保全、情報開示適正価格消費者

倫理性、公正取引省資源･省エネ品質保証顧客

規制遵守、安全規制遵守福利厚生行政当局

地域活動透明性永続性地域社会

製造検査・監査環境定義報酬、永続性下請け業者

労災事故リスク管理補償費用保険業者

社会環境経済利害関係者

（出典） フランス国規格 SD21000(企業の社会的責任）

2.4 ISO 26000 社会的責任に関するマネジメントシステム規格 ④

〔出所：「新・世界標準ISOﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」矢野友三郎・平林良人著 日科技連出版社〕

◆ 解 説

CSR又はSRのねらいは「マルチのステ－クホルダーの満足度を高める」ことにあるが、現実にその難しさは利害
関係者の多さである。またそれぞれのステークホルダーが期待することは多様であり、経済性、環境、社会の3軸
それぞれに対して多岐にわたる。

この表は、下記参考資料に引用されているフランス国規格によるが、これら全ての期待に応えるマネジメントという
ものは国際的に統一することが出来るであろうか？ この点がISO 26000に期待されている。

◆ 参考資料

1) 矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)
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2.16 社会的責任

次のような透明かつ倫理的な行動を通じて，組織の決定及び活動が社会及び環境
に及ぼす影響に対する組織の責任

－ 健康及び社会の繁栄を含む持続可能な開発への貢献

－ ステークホルダーの期待への配慮

－ 関連法令の順守及び国際行動規範の尊重

－ 組織全体で統合され，組織の関係の中で実践される行動

参考1 活動は製品，サービス及びプロセスを含む。

参考2 関係とは組織の影響力の範囲内の活動を指す。

2.4 ISO 26000 社会的責任に関するマネジメントシステム規格 ⑤

「社会的責任」の定義 (ISO/CD 26000   2008.12)

◆ 解 説

規格化のための作業は2005年より本格的に開始されており、2006年WD1（第一次ワーキングドラフト）が合意に
至り、定義や主題が暫定ながら明らかにされた。2007年11月には第5回ISO/SR総会（ウィーン）が開催され、更
に進んだ段階のWD4へと進め、2008年12月CD発行へと続く、規格化への合意形成の作業が着実に進んでい
る。 CD段階では国際規格としての形が出来てきた。

ISO/CD 26000規格文書にはこのスライドにあるようなSRの定義が示されている。ステークホルダー、コミュニ
ケーション、説明責任、統治など24の用語についてさらに詳細な定義が示されている。

なお、この規格はガイダンスであり、認証の目的ではないことが記載されている。

◆ 参考資料

1) 田中宏司 「ISOのSR規格化の進展とわが国企業・組織の対応」 標準化と品質管理 Vol.60  No.2 (2007.2) 
P.49-53 （財）日本規格協会

2) ISO/CD 26000 は規格協会のISO/SR 国内委員会で公表している。

URLは http://iso26000.jsa.or.jp/_files/doc/2008/iso26000_cdj.pdf



マネジメントシステム規格 - その他の規格 37

ISO 26000
の概要

2.4 ISO 26000 社会的責任に関するマネジメントシステム規格 ⑥

組織統治

労働慣行人権 環境
公正な

事業慣行 消費者課題
コミュニティ

参画及び開発

７つの中核課題

関連する行動及び期待

◆ 解 説

この規格の概要について、ISO/CD 26000では図１としてこのように概念図で表わしている。

この中で「７つの中核主題」の枠に示されたものが、SRの最も重要な事項である。このように７つの要素に分ける
考え方はWD1のときに既に示されていた。

◆ 参考資料

ISO/CD 26000 は規格協会のISO/SR 国内委員会で公表している。

URLは http://iso26000.jsa.or.jp/_files/doc/2008/iso26000_cdj.pdf
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CSR活動事例

［出所：松下電工〕

◆ 解 説

ある企業のホームページの一部を引用し、企業がCSRに取り組んでいる事例として紹介する。

CSR（又はSR）に関する規格ISO 26000はまだ発行されていないので客観的な基準に基づく認証取得という手
段は確立していない。しかしながら組織の不祥事が相次ぐ中で、社会的責任を問う声が高まっている。そうした声
に応えるべく各組織がSRの社内憲章のようなものを構築し、実践しているというアピールをする例が増えてきてい
る。

◆ 参考資料

1) 松下電工(株)のURL http://www.mew.co.jp/corp/csr/index.html



◆ 解 説

JIS Q 2001:2001 は、1995年の阪神淡路大震災がきっかけとなって企業や自治体などのリスクマネジメントのあり
かたが問われた中で、地震・災害の他、コンプライアンス、環境問題、情報漏えいなど、様々な危機に対して、組
織が管理体制を構築するための指針として制定されたものである。この規格はガイド規格であり、組織が既存のマ
ネジメントシステムの中でそれぞれのリスク対応として適用していけばよい。リスクマネジメントは品質、環境、安全
を始め、あらゆる経営管理において考慮しなければならないものであり、国際規格化も進んできている。なお、TR
とは、日本の規格の一種で「標準報告書」と言われる。JISを作成する前段階で標準化に資する情報として公表さ
れる文書。

JIS Q 15001は、コンピュータとインタネットの普及によってどのような組織でも大量の個人情報を扱うようになり、
個人情報が紛失・盗難・漏洩・改竄などに遭う危険が高くなったことを考慮して作られた規格である。この規格は要
求事項規格であり、この規格の要求事項を満たしていると判断される場合はJIPDEC（日本情報処理開発協会）か
らプライバシーマークの使用を認められ、組織はこの「Pマーク」をウェブサイトや出版物に利用して個人情報の安
全な運用状況を対外的にアピールできる。国際規格化については未定である。

ISO 10002(JIS Q 10002)は、消費者保護を図る一環としてCOPOLCO委員会から提案された苦情対応規格（ガイ
ド規格）である。この規格では、効果的な苦情処理のためには組織が、公開性、アクセス容易性、応答性、客観性、
料金、秘密保持、顧客重視のアプローチ、説明責任、継続的改善という、９つの原則に沿って苦情対応のプロセ
スを確立することが必要とされている。この規格はCOPOLCO提案の顧客満足関連の規格3つのうちの一つである
が、その他の2つの規格 ISO 10001 及び ISO 10003 も最近発行された（まだJIS化には至っていない）。

多数のマネジメント関連国際規格が既に発行され、更にそれ以上の規格も検討されている中で、規格のユー
ザーとして各組織体とも迷うばかりであるが、組織の本来の目的、誰のため、何のための経営であるかを見極めて
優先順位をつけて選択をしていかなければならない。

◆ 参考資料
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JIS Q 2001:2001   「リスクマネジメントシステム構築のための指針」

TR Q 0008:2003 (ISO/IEC Guide 73:2002)

「リスクマネジメントー用語ー規格において使用するための指針」

ISO 31000 （2009発行予定） 「リスクマネジメントー原則及び指針」

JIS Q 15001:2006 「個人情報保護マネジメントシステム－要求事項」

ISO 10002:2004 (JIS Q 10002:2005)

「品質マネジメント－顧客満足－組織における苦情対応のための指針」

ISO 10001:2007 「品質マネジメント－顧客満足－組織の行動規範のための指針」

ISO 10003:2007 「品質マネジメント－顧客満足－組織の外部紛争処理のための指針」

（この他100xx シリーズの品質マネジメント関連規格 、及び140xx シリーズの環境

マネジメント関連規格 が多数規格化され、或いは規格検討段階にある。

更に、リスクマネジメント、ITサービスのマネジメント、プログラムマネジメント、

プロジェクトマネジメントなど、多数のマネジメント関連規格が国際規格化の俎上

に上っている。）

2. 5 その他



◆ 解 説

既に説明済みであるが、「MS規格」は「マネジメントシステム規格」である。
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1 ISO 9000sに続いてその成功から次々とMS規格が生まれた。

2 その背景には、経済のグローバル化が進む中で、組織が信頼され、継続的

に発展するために、経済的のみならず、環境や社会全体に貢献をしていくよ

う、多様な観点のマネジメントが必要になったことがある。

これを組織が効率よく、また透明性をもって遂行することを助けるのに役立つ

手段として、各種のMS規格が開発されてきた。

2 ISO 9000sを初めとして次々と生まれたMS規格は、３つの世代に体系的に分

類して考えることが出来る。

3 各種のMS規格はそれぞれ背景、狙いが異なるが、ISO 9000sとの両立性を

考慮して作られている。これにより組織は複数のMSを無駄なく導入するこ

とが出来る。

3  まとめ ・・・・・ 第10章 品質以外のマネジメント関連規格
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1 組織が持続的に発展するために経済的以外にどんなことをマネジメントの対象にし

なければならないか

2 ISO 9000sに続いて急速に多くのマネジメントシステム規格が生まれたのはなぜか

3 品質以外のマネジメント関連規格にどんなものがあるか、例を２つあげよ

4 ISO 14000s環境マネジメントシステム規格がISO 9000sと同様に急速に普及して
いる理由は何か

5 ISO 9000sとISO 14000sの二つの規格の両立性とはなにか

4  演習課題 A ・・・・・ 第10章 品質以外のマネジメント関連規格

◆ 解 説

1 P.35

2 P.4

3 P.6

4 P.7解説、P.15解説およびP.4

5 p.10解説
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1 ISO 9000sがそれまでのISO規格に対して「画期的」又は「革命的」な規格であると

いわれる理由について述べよ。

2 ISO 14000sはISO 9000sに比べて顧客からの評価が得にくく、直接の利益をもた

らすものではない。それでも日本において導入する企業が多いのはなぜか。営利企

業以外の組織（自治体など）でも導入するところが多いのはなぜか。

3 ある組織（製造業、サービス業、行政組織など）をひとつ想定し、環境側面と環境影

響について思いつくものを列挙してみよ。

4 組織の利害関係者にはどのようなものがあるか、それぞれの利害関係者に対して組

織はどのような社会的責任があるか、列挙してみよ。前問と同じく、あるひとつの組

織を想定して検討すればよい。

4  演習課題 B ・・・・・ 第10章 品質以外のマネジメント関連規格
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9     矢野友三郎・平林良人著「新・世界標準 ISO マネジメント」 (株)日科技連出版社（2004)
10    白潟敏朗 編著「ISO 14001早わかり」(株)中経出版 (2006)
11    高取敏夫・竹田栄作共著「やさしいｼﾘｰｽﾞISO/IEC 27001情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」

（財）日本規格協会 (2006)
12 標準化ジャーナル Vol.36 2006.5 p10-15 「ISMS規格制定される」
13 標準化と品質管理 Vol. 60 No.2 (2007) p49-53 「ISOのSR規格化の進展とわが国企業・

組織の対応

1  工業標準調査会 http://www.jisc.go.jp

2  竹内ISO技術事務所 http://www.takeuchi-iso.com/iso13485/

3  （財）日本品質保証機構 http://www.jqa.jp/

4  （財）日本適合性認定協会 http://www.jab.or.jp/index.html

5  (株)テクノファ http://www.technofer.co.jp/convini/hotnews/hot09 02.html

6  アイソワールド(株) http://www.ecology.or.jp/osoworld/ohsas/ohsas18001.htm

各機関URL

規格

文献

7       JIS Q 14001:2004
8 JIS Q 27001:2006

5 文献 ・・・・・ 第10章 品質以外のマネジメント関連規格
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ご協力企業名・・・・・第10章 品質以外のマネジメント規格

◆ 本教材の制作にあたり，下記の企業・団体・機関のご協力をいただきました。
（50音順）

株式会社 日科技連出版社

学校法人 國學院大學

キリンビール 株式会社

財団法人 省エネルギーセンター

社団法人 日本ロジスティクスシステム協会 ロジスティクス環境会議

松下電工 株式会社
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◆ 補 足 資 料 ◆
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品質MS

情報ｾｷｭﾘﾃｨMS

セクター

自動車

原子力

航空宇宙
通信機器食品

医療機器

石油製品 ソフトウェア

環境MS

OHSMS ｾｷｭﾘﾃｨMS

リスクMS

セクター

両立性

標準化ジャーナル Vol.36 2006.11より

SR MS

（社会的責任）

ISO 9000s

顧客満足MS

試験所・校正機関

適合性評価

補足資料：各種マネジメント関連規格

◆ 解 説

ISO内外で開発・発行されている各種マネジメント規格を体系的に表したものを図示する。ISO 9000sを出発点と
して多数のMSSが開発され、国際規格として発行されている。これは下記文献の資料を一部変更・簡略化(*)し
て示したものである。実際の文献資料の図ははるかに大きく、関連する多くの規格番号やそれを開発検討する
組織、TCなどが詳細に記述されている。またこれに続いてISOの内部活動組織体系と外部の各種国際組織と
の関連なども図示されている。

次々と開発・発行されていく規格について、ISOにはISO/TMB/SAG-MSS及びISO/TMB/JTCGというグループ
が設置され、戦略性をもってこれらの整合性をとる活動を始めている。詳細は文献を参照されたい。更にMSS
（マネジメントシステム規格）の両立性、アラインメント、統合などの意味とISO内での取り組みについて、JAB日
本適合性認定協会ホームページ資料集にある下記文献2)に詳しい。

(*)このスライドでは、顧客満足MSというものを筆者の判断で付加している。これはスライド40に示す新しい規格群
ISO 10001、10002、10003のことである。食品関係のISO 22000は文献では独立になっているが、ここでは品質
関連のセクター規格の中へ入れた。また試験機関について文献では品質MSのグループに入っているがこれ
はむしろ適合性評価関連として円の外へ出した。更に、文献にある監査のところは広い概念として適合性評価
とした。

◆ 参考資料

1) 標準化ジャーナル Vol.36 2006.11 p.10-11

2) http://www.jab.or.jp/library/Report-Summarize&Prospect-EMS_10th.pdf


